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東川小学校は、全校児

童350人（平成28年8月

31日現在）、明治31年

に開校した118年の歴

史を誇る小学校です。

旧東川小学校は、昭和

34年・35年に建築され

た校舎の増改築を繰り

返しながら、現在地に移

転する平成26年までの

55年間にわたり、学び

舎として利用されてきま

したが、校舎の老朽化

に伴い、平成20年に東

川小学校等建築検討委

員会が設置され、建替

えが検討されました。地

域住民等へのアンケー

ト調査や先進地視察等

が行われ、学校の全面

移転及び地域交流セン

ターを併設する複合施

設とすることが決定し、

平成23年3月に北海道

大学工学研究院都市地

域デザイン学研究室の

協力を得て、東川小学

校等基本計画が策定さ

れました。その後、平成

24年11月に工事を着工

し、平成26年3月に完

成。その後、校舎の備品

等の設備を行い、同年

10月1日に新東川小学

校が開校しました。

東川小学校の敷地は約

4ヘクタール、地域交流

センターや一体となった

東ゆめ公園を含めると

約16ヘクタールという広

大な施設となっていま

す。「教育は、学校だけで

完結するものではなく、

住民の方々にも気軽に

参加していただいて、地

域全体で子どもを育て

る、応援するという雰囲

気をつくり出すことが大

切です。東川町は子ども

からお年寄りまで自然に

挨拶を交わしたり、声を

「JFM地方自治体財政セミナー」の先進事例をご紹介します！

地方支援ダイアリー：地方支援を利用してみよう!Vol.28

（1）公共施設マネジメントの取組経過

（2）取組事例と検討実務

1.公共施設等総合管理計画策定とその後の取り組みについて(事例と実務）
兵庫県伊丹市 施設マネジメント課主査 升井 幸男 氏

　機構では、地方公共団体の関心が高い地方財政に関するテーマを題材に「JFM地方自治体財政セ
ミナー」を開催しています。
　今年のテーマの一つは「地方公会計制度の活用及び公共施設等の再編・統合」です。ほぼ全ての地
方公共団体において地方公会計の統一的基準への移行や公共施設等総合管理計画の策定が完了し
ている一方、今後、これらを政策にどう反映していくかが課題となっています。特に、公共施設等の
更新問題では、人口減少や利用ニーズの変化が見込まれることを踏まえ、長期的な視点を持って更
新・統廃合・長寿命化などを計画的に行っていく必要があります。
　そこで今回のセミナーでは、公共施設の総量を住民の理解を得ながら減らす「公共施設等の再
編・統合」に主眼を置いて、公共施設等の更新問題に果敢に挑戦している「兵庫県伊丹市」と「神奈川
県秦野市」から講師をお招きし、それぞれの先進的な取り組みについて報告していただきましたの
で、機構としてその概要をまとめ、ご紹介します。

断的に検討を行うことにより、従
来の所管課単独での実施より
広い可能性を視野に入れて施
設方針や事業工程を決定して
います。
　さらに、地域住民との合意形
成を図る上で、構想段階から
ワークショップを開催し、施設運
営は地域のＮＰＯ法人による指
定管理とするなど、地域住民の
意見を反映した整備を行ってい
ます。
　このように、再配置において
は、集約化・複合化、機能移転、
統廃合、民営化など様々な手法
がある中で、市民サービスの向
上や事業の相乗効果などのメ
リット、施設距離の遠方化や機
能の縮小などのデメリット、維持
管理・更新コストの軽減や耐震
性の改善などの目標を多角的に
検討し、実施していくことが重要
です。

などが行われており、他の地方
公共団体においても、プールや
福祉センター、小中学校の集約
化等に活用されています。ただ
し、公共施設等適正管理推進事
業債は時限的措置であるため
事業内容の検討スケジュールが
タイトになりがちですが、一度更
新を決定した施設は数十年間
維持する必要があることから、個
別施設の整備方針を決定する
際においては、各地方公共団体
で丁寧な検討が必要である点
には留意が必要です。また、上
図でも施設の分野がまたがって
いるように、関係する課が複数と
なることが多いため、なかなか取
組を進めるのが難しいといった
声も寄せられます。伊丹市では、
集約化や機能移転等の再配置
を進める際には、施設マネジメ
ント課と各施設所管課が連携
し、メリット・デメリット、スケジュー
ルや事業連携について組織横

　上図は、老朽化した支所、集
会施設、児童館、図書館を機能
集約・複合化し、世代間交流が
可能な地区の拠点施設として整
備した事例です。
　伊丹市では、集約前後で延
床面積を減少させることによっ
て公共施設等適正管理推進事
業債を活用するとともに、防災
倉庫等に緊急防災・減災事業
債を活用し、市単独の財政負担
を軽減しています。
　国においては、公共施設等の
適正管理を推進するため、平成
30年度は公共施設等適正管理
推進事業債の対象事業の拡充

※スライドはすべて伊丹市報告資料より転載

化・長寿命化・減築などの事業に
優先して配分（10億円／年）する
ことにより、再配置事業の着実な
推進を図っています。また、計画
の策定により予見されている大規
模事業等も含めて基金の積立・
処分をルール化し、起債で賄えな
い一般財源部分を計画的に確保
し、再配置計画の財政的裏付け
を図っています。そのほか、公共
施設の老朽化対策を着実に実施
した上での数字を把握するため、
整備された固定資産台帳から得
られた「有形固定資産減価償却
率」を、老朽化の状態を把握する
判断材料の一つとして参考にして
います。

総額は約450億円と見込まれて
います。
　そこで、再配置計画を実行性の
高いものとするための同市の取
組が、以下の3つです。
● 投資的経費のルール化
● 公共施設等整備保全基金の
　設置
● 老朽化指標の設定
　再配置計画に財政的裏打ちを
持たせるためには、財政負担の
軽減・平準化と同時に、歳出に見
合う歳入を確保しておく必要があ
ります。
　伊丹市では、政策的・投資的
経費全体に一般財源ベースでの
歳出枠（20億円／年）を設定した
上で、再配置計画に沿った複合

　（1）の最後で触れたとおり、公
共施設マネジメントにおいて今後
の財政負担、つまり、財政収支見
通しの観点は欠かせませんが、
多くの団体の公共施設等総合管
理計画で収支不足が見込まれて
います。
　伊丹市でも同様に、再配置に
取り組まず単純に施設を更新し
た場合、今後30年間の収支不足

の分野毎の内訳の把握も行って
います。これにより、分野毎の需要
分析と合わせることで、具体的な
施設の統合、複合化等の検討に
活用しています。
　また、公共施設マネジメントに
おいては、地域住民や議会との合
意形成が非常に重要となるため、
客観的データ（耐震性や利用状
況など）に基づく説得力のある説
明に十分配慮しています。

施設マネジメントに取り組んでいま
す。公共施設等総合管理計画など
の策定・更新に当たっては、地方
公会計の固定資産台帳のみなら
ず、行政が保有する各種データ（施
設の稼働率や利用者数等）を活用
することにより、再配置計画や行政
評価等の取組に反映しています。
　地方公共団体の持つ施設は複
数の分野にまたがっていることが
多く、施設の全体量はもちろんそ

　伊丹市では、他の地方公共団
体に先駆けて公共施設白書を策
定するなど、平成23年度より公共

が、再配置事業の実施時期です。
同時期に建設された施設は一斉に
老朽化しているものの、各施設に
よって維持・更新の費用や、老朽
化・耐震性の度合などが異なるこ
と、同時期に更新すると各団体の財
政が逼迫する危険性があることな
どを勘案し、実施時期を検討する必
要があります。伊丹市では、実施時
期を施設類型毎に短期（～5年）・
中期（～15年）・長期（15年～）と設
定し、柔軟に対応しています。

目標を達成するための個別施設
毎の取組方針を定めています。全
ての施設を従前と同様に建て替
えることはできないことから、公共
施設等総合管理計画で定めた総
延床面積削減の数値目標を達成
するため、施設の老朽度合いや
ニーズ等の状況を勘案し、複合化
や機能移転など、個別施設の取
組方針を定めています。
　また、施設分類毎の取組方針と
平行して検討しなければならないの

　伊丹市は独自に公共施設再配
置基本計画（上図参照）を策定
し、この中で公共施設等総合管
理計画で定めた基本方針や数値
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